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自動車産業の米国内回帰で雇用増加を促進
 NAFTA再交渉が合意し、自動車産業などで新協定(USMCA) を締結予定。日米共同声明が公表され
物品貿易協定交渉入りへ

 米国の貿易政策の狙いは、自動車産業の米国回帰を最優先に貿易摩擦問題が続く中国へのけん制
か？トランプ大統領は重要支持基盤である自動車産業労働者層への公約厳守をアピール
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図表2：日米共同声明（抜粋）図表1：NAFTA再交渉の主な合意事項
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米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

NAFTA再交渉合意と日米共同声明にみる米国の狙い

～トランプ大統領の公約であるNAFTA(北米自由貿易協定)の再交渉で合意～
 NAFTA再交渉が合意に至り、新協定はUSMCA(米国・メキシコ・カナダ協定)と呼ばれ、自動車産業、乳
製品、紛争解決などで新協定が結ばれる予定です。交渉の最大の争点とされた自動車産業では、北米での
部材などの調達比率厳格化や時給16ドル以上の労働者が一定比率の部材を生産する必要がある賃金条項の
導入も決まりました。比較的低賃金のメキシコ労働者には、賃金上昇の期待がある一方、北米に事業を展
開する各国自動車メーカーは事業の見直しを迫られそうです。産業の米国内への呼び戻しを目的とする再
交渉ですが、メーカーは新協定対応のコストよりも、ペナルティー関税を支払った方が効率的であるとし、
自動車産業の米国回帰への効果は限定的との見方もあります。また、カナダ乳製品の市場が開放され、カ
ナダ国内の乳製品価格維持システムなどが撤廃され、米国の乳製品等がカナダへ参入しやすくなります。
カナダ酪農家からの批判もあるものの、既にＴPP(環太平洋パートナーシップ協定)やEU(欧州連合)と同様
の農産物市場の開放を行っており、平仄を合わせた形となりました。紛争解決処理においては現行通りと
なりましたが、企業が国を提訴する国家と投資家間の紛争解決手続き(旧協定第11章)については段階的に
撤廃されることとなりました。更に為替操作を禁止する条項も盛り込まれました。この条項は変動相場制
採用の3ヵ国には不必要な条項のようですが、貿易摩擦問題で対立し、認定はないものの為替操作国との
批判が燻ぶる中国へのけん制の意味合いがあると見られています。一方で、5月に米国による鉄鋼・アル
ミニウムへの関税(カナダ・メキシコが対抗措置として米国からの輸入品に課税)については交渉が行われ
ておらず、別途協議が行われるものと思われます。

～日米共同声明を公表し物品貿易協定交渉入り。米国の狙いは自動車産業の雇用増加のみ？～
 9月下旬に公表された日米共同声明文では、協定交渉の目的を日本側は農産品、米国側は自動車産業であ
るとの立場が明確にされています。NAFTA再交渉でも強硬な姿勢が示されたことから、米国の貿易政策
で最優先されるのは自動車産業の国内回帰つまり雇用増加のみであるとの見方もあります。トランプ大統
領の政策運営には、これまで国内外で様々な反応はあるものの、米国内では「必ず公約を守る」大統領と
して、その姿勢を評価する向きもあるようです。米国株式市場は、再交渉合意を好感する形で上昇しまし
たが、米中貿易摩擦は当面継続するとの見方がある上、一旦交渉を終えた国への貿易政策は中間選挙の結
果次第で変更されることも考えられ、引き続き注視していく必要があるものと思われます。

五、TAG(物品貿易協定)は双方の利益をめざし、交渉にあ
たって以下の両政府の立場を尊重する。

・日本は農林水産品について、過去の経済連携協定で
約束した市場アクセスの譲許内容が最大限であること。

・米国は自動車について、市場アクセスの交渉結果が
自国の自動車産業の製造及び雇用の増加を目指すもの
であること。

項目 主な合意内容

原産地規則
域内関税ゼロの条件として、自動車部材の原産地(北米)調
達比率の引き上げ(2020年以降　62.5%⇒75％)

賃金条項
域内関税ゼロの条件として、自動車部材の30％は時給16
ドル以上の地域で製造(2023年までに40％に引き上げ)

乳製品等
カナダ乳製品市場を開放。カナダは米国産の粉ミルクや
チーズなどの低関税での輸入割当枠を再設定

紛争解決処理
保護政策などの国の協定違反により損害を受けた投資家が
当該国を提訴する手続き(第11章)は廃止へ

サンセット条項
各国が次の16年間の更新意思を示さないと協定は失効(6
年毎に3ヵ国は協定成果を検証)
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